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(57)【要約】
【課題】熱硬化型接着剤を使用した封止基板の可使時間
を延長させて、長尺基材を用いた有機ＥＬパネルの連続
生産が可能とし、生産性を向上させ、生産開始時と生産
終了時における品質ばらつきの少ない有機ＥＬパネルを
安定的に製造する。
【解決手段】有機エレクトロルミネッセンス素子が表面
に形成された長尺の素子基板と、熱硬化性樹脂から構成
されるシート状の接着層が表面に形成された長尺の封止
基板とを貼合して、封止構造を形成する有機エレクトロ
ルミネッセンスパネルの製造方法において、前記封止基
板が巻かれたロールから前記封止基板を繰り出す繰り出
し工程と、前記素子基板と前記封止基板とを貼合して多
層基板を形成する貼合工程とを有し、前記繰り出し工程
において、繰り出される前記封止基板を室温以下に冷却
することを特徴とする有機エレクトロルミネッセンスパ
ネルの製造方法とそのための製造装置。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１電極と発光層を含む有機機能層と第２電極とを有する有機エレクトロルミネッセン
ス素子が表面に形成された長尺の素子基板と、熱硬化性樹脂から構成されるシート状の接
着層が表面に形成された長尺の封止基板とを、当該素子基板の有機エレクトロルミネッセ
ンス素子が形成された面と当該封止基板の接着層が形成された面において貼合して、封止
構造を形成する有機エレクトロルミネッセンスパネルの製造方法において、
　前記封止基板が巻かれたロールから前記封止基板を繰り出す繰り出し工程と、前記素子
基板と前記封止基板とを貼合して多層基板を形成する貼合工程とを有し、
　前記繰り出し工程において、繰り出される前記封止基板を室温以下に冷却することを特
徴とする有機エレクトロルミネッセンスパネルの製造方法。
【請求項２】
　前記繰り出し工程において、前記封止基板が巻かれたロールの軸を冷却することによっ
て、繰り出される前記封止基板を冷却することを特徴とする請求項１に記載の有機エレク
トロルミネッセンスパネルの製造方法。
【請求項３】
　前記繰り出し工程及び前記貼合工程を大気圧下で行い、さらに前記繰り出し工程を不活
性ガス雰囲気下で行うことを特徴とする請求項２に記載の有機エレクトロルミネッセンス
パネルの製造方法。
【請求項４】
　前記繰り出し工程において、前記封止基板が巻かれたロールの外表面を冷却タッチロー
ルに接触させることによって、繰り出される前記封止基板を冷却することを特徴とする請
求項１に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネルの製造方法。
【請求項５】
　前記繰り出し工程及び前記貼合工程は、大気圧以下の減圧環境下で行うことを特徴とす
る請求項４に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネルの製造方法。
【請求項６】
　前記貼合工程の後にさらに、前記接着層を硬化させる硬化工程を有することを特徴とす
る請求項１～５のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネルの製造方法
。
【請求項７】
　前記貼合工程において、前記封止基板を貼合と同時に、又は貼合の直前に加熱すること
を特徴とする請求項１～６のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネル
の製造方法。
【請求項８】
　前記封止基板が金属箔を有することを特徴とする請求項１～７のいずれか１項に記載の
有機エレクトロルミネッセンスパネルの製造方法。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか１項に記載の製造方法で製造された有機エレクトロルミネッセ
ンスパネル。
【請求項１０】
　第１電極と発光層を含む有機機能層と第２電極とを有する有機エレクトロルミネッセン
ス素子が表面に形成された長尺の素子基板のロールから素子基板を繰り出すための第１繰
り出し部と、
　熱硬化性樹脂から構成されるシート状の接着層が表面に形成された長尺の封止基板のロ
ールから封止基板を繰り出すための第２繰り出し部と、
　前記素子基板と前記封止基板とを貼合する貼合部とを備え、
　前記第２繰り出し部が、繰り出される前記封止基板を室温以下に冷却することができる
冷却機構を備えていることを特徴とする有機エレクトロルミネッセンスパネルの製造装置
。
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【請求項１１】
　前記第２繰り出し部は、前記封止基板が巻かれたロールの軸を冷却することができる冷
却装置を備えることを特徴とする請求項１０に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネ
ルの製造装置。
【請求項１２】
　前記封止基板が巻かれたロールの軸は、金属製であることを特徴とする請求項１１に記
載の有機エレクトロルミネッセンスパネルの製造装置。
【請求項１３】
　前記第１繰り出し部、前記第２繰り出し部及び前記貼合部は大気圧のチャンバ内にあり
、さらに前記第２繰り出し部は不活性ガス雰囲気のチャンバ内にあることを特徴とする請
求項１１又は１２に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネルの製造装置。
【請求項１４】
　前記第２繰り出し部は、前記封止基板が巻かれたロールの外表面を接触によって冷却す
ることができる冷却タッチロールを備えることを特徴とする請求項１０～１２のいずれか
１項に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネルの製造装置。
【請求項１５】
　前記第１繰り出し部、前記第２繰り出し部及び前記貼合工程は、大気圧以下の減圧チャ
ンバ内にあることを特徴とする請求項１４に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネル
の製造装置。
【請求項１６】
　前記封止基板が金属箔を有することを特徴とする請求項１０～１５のいずれか１項に記
載の有機エレクトロルミネッセンスパネルの製造装置。
【請求項１７】
　前記貼合部の後にさらに、前記接着層を硬化させる硬化部を備えていることを特徴とす
る請求項１０～１６のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネルの製造
装置。
【請求項１８】
　前記貼合部の前に前記封止基板を加熱することができる加熱手段を備えることを特徴と
する請求項１０～１７のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネルの製
造装置。
【請求項１９】
　請求項１０～１８のいずれか１項に記載の製造装置で製造された有機エレクトロルミネ
ッセンスパネル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機エレクトロルミネッセンスパネル（以下、「有機ＥＬパネル」とも記載
する。）の製造方法、製造装置及びその製造方法又は製造装置で製造される有機ＥＬパネ
ルに関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機ＥＬパネルの発光層を構成する材料及び発光ユニットは、吸湿すると、その発光輝
度は著しく損なわれる。そのため、有機ＥＬパネルの内部を低湿度環境に保つことが必要
であり、外気から遮断・保護するための手段を設けて封止構造としている。
【０００３】
　有機ＥＬパネルの製造方法としては、例えば、ガラスキャップや金属製缶と接着材とを
使用して気密性空間を作り、その中に有機エレクトロルミネッセンス素子（以下、「有機
ＥＬ素子」とも記載する。）及び乾燥材を入れて封止するケーシングタイプの方法が開示
されている。
【０００４】
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　近年は、プラスチックやガラス基板上に薄い有機発光層を形成し、可撓性のあるハイバ
リアフィルムや金属箔等を用いて、接着剤で面接着して封止する固体封止タイプの有機Ｅ
Ｌパネルの製造方法が開発され、耐湿性に優れた薄型・軽量の有機ＥＬパネルの製造方法
として実用化が進められている。
【０００５】
　一方、樹脂フィルム等の可撓性の基板を用いて、ロールツーロール方式によって有機Ｅ
Ｌパネルを製造する方法も盛んに検討されるようになってきた。ロールツーロール方式に
よる製造方法は、連続生産が可能なので、生産効率を向上させるというメリットを有して
いる。
【０００６】
　ロールツーロール方式によって有機ＥＬパネルを製造する場合において、生産性を向上
させるための技術が、既にいくつか開示されている。
【０００７】
　特許文献１には、熱硬化性の特定のエポキシ樹脂を用いた封止用フィルムが開示されて
いる。特許文献２及び３には、光硬化性樹脂を接着剤として用いた封止材が開示されてい
る。特許文献４には、室温硬化性のエポキシ系樹脂を用いた接着用シートが開示されてい
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】国際公開第２００６／１０４０７８号
【特許文献２】特開２００４－１３９９７７号公報
【特許文献３】特開平１０－２７９８９５号公報
【特許文献４】特開平１０－１７８２９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　基板の接着に用いられるシート状の接着剤としては、接着力や光透過性基板を使用する
ことの制約から、光硬化型よりは熱硬化型接着剤の方が好ましく、多用されている。しか
し、熱硬化型接着剤は、可使時間（ポットライフ）が短く、常温で放置していても硬化反
応が部分的に進行して、接着性能が低下するといった問題が存在する。
【００１０】
　特に、ロールツーロール方式によって生産する場合、生産性を向上させるためには、で
きるだけ長尺の基板を使用して、長時間連続して生産できることが望ましい。そのため、
熱硬化性接着剤の可使時間は、生産性を左右する重要な要素となっている。
【００１１】
　可使時間を延長するために、各種の方法が提案されているが、基本的に解決するまでに
は至っていない。また、可使時間以内であっても接着剤の状態変化が認められて、封止性
能に敏感な有機ＥＬパネルの場合は、問題となる場合がある。
【００１２】
　特許文献１では、熱硬化時の加熱温度が比較的高く、有機ＥＬ素子に対するダメージが
大きいものである。特許文献２及び３に開示のある光硬化性樹脂は、可使時間は熱硬化性
樹脂に比べて優れているものの、基板や樹脂自体に光透過性が必要であり、材料選択上の
制約が大きいものである。特許文献４に開示のある室温硬化性の接着樹脂は、基本的に接
着力が弱く、有機ＥＬパネル用としては封止性能に劣るものである。
【００１３】
　本発明は、かかる状況に鑑みてなされたものである。本発明の課題は、熱硬化型接着剤
を使用した封止基板の可使時間を延長させることであり、その結果、長尺基材を用いた有
機ＥＬパネルの連続生産が可能となり、生産性を向上させ、生産開始時と生産終了時にお
ける品質ばらつきの少ない有機ＥＬパネルを安定的に製造することである。
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【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明者らは、上記課題の解決策について検討を重ねたところ、長尺の封止基板を繰り
出し前あるいは繰り出し時に強制的に冷却させることによって、上記課題を解消し得るこ
と、さらには、低温硬化型の熱硬化性樹脂の使用が可能となり、有機ＥＬパネルへの熱的
ダメージを軽減できるといった新たな効果を有することを見出すに至り、本発明に到達し
たものである。即ち、本発明は下記の構成を有している。
【００１５】
　１．第１電極と発光層を含む有機機能層と第２電極とを有する有機エレクトロルミネッ
センス素子が表面に形成された長尺の素子基板と、熱硬化性樹脂から構成されるシート状
の接着層が表面に形成された長尺の封止基板とを、当該素子基板の有機エレクトロルミネ
ッセンス素子が形成された面と当該封止基板の接着層が形成された面において貼合して、
封止構造を形成する有機エレクトロルミネッセンスパネルの製造方法において、前記封止
基板が巻かれたロールから前記封止基板を繰り出す繰り出し工程と、前記素子基板と前記
封止基板とを貼合して多層基板を形成する貼合工程とを有し、前記繰り出し工程において
、繰り出される前記封止基板を室温以下に冷却することを特徴とする有機エレクトロルミ
ネッセンスパネルの製造方法。
【００１６】
　２．前記繰り出し工程において、前記封止基板が巻かれたロールの軸を冷却することに
よって、繰り出される前記封止基板を冷却することを特徴とする前記１に記載の有機エレ
クトロルミネッセンスパネルの製造方法。
【００１７】
　３．前記繰り出し工程及び前記貼合工程を大気圧下で行い、さらに前記繰り出し工程を
不活性ガス雰囲気下で行うことを特徴とする前記２に記載の有機エレクトロルミネッセン
スパネルの製造方法。
【００１８】
　４．前記繰り出し工程において、前記封止基板が巻かれたロールの外表面を冷却タッチ
ロールに接触させることによって、繰り出される前記封止基板を冷却することを特徴とす
る前記１に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネルの製造方法。
【００１９】
　５．前記繰り出し工程及び前記貼合工程は、大気圧以下の減圧環境下で行うことを特徴
とする前記４に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネルの製造方法。
【００２０】
　６．前記貼合工程の後にさらに、前記接着層を硬化させる硬化工程を有することを特徴
とする前記１～５のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネルの製造方
法。
【００２１】
　７．前記貼合工程において、前記封止基板を貼合と同時に、又は貼合の直前に加熱する
ことを特徴とする前記１～６のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネ
ルの製造方法。
【００２２】
　８．前記封止基板が金属箔を有することを特徴とする前記１～７のいずれか１項に記載
の有機エレクトロルミネッセンスパネルの製造方法。
【００２３】
　９．前記１～８のいずれか１項に記載の製造方法で製造された有機エレクトロルミネッ
センスパネル。
【００２４】
　１０．第１電極と発光層を含む有機機能層と第２電極とを有する有機エレクトロルミネ
ッセンス素子が表面に形成された長尺の素子基板のロールから素子基板を繰り出すための
第１繰り出し部と、熱硬化性樹脂から構成されるシート状の接着層が表面に形成された長
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尺の封止基板のロールから封止基板を繰り出すための第２繰り出し部と、前記素子基板と
前記封止基板とを貼合する貼合部とを備え、前記第２繰り出し部が、繰り出される前記封
止基板を室温以下に冷却することができる冷却機構を備えていることを特徴とする有機エ
レクトロルミネッセンスパネルの製造装置。
【００２５】
　１１．前記第２繰り出し部は、前記封止基板が巻かれたロールの軸を冷却することがで
きる冷却装置を備えることを特徴とする前記１０に記載の有機エレクトロルミネッセンス
パネルの製造装置。
【００２６】
　１２．前記封止基板が巻かれたロールの軸は、金属製であることを特徴とする前記１１
に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネルの製造装置。
【００２７】
　１３．前記第１繰り出し部、前記第２繰り出し部及び前記貼合部は大気圧のチャンバ内
にあり、さらに前記第２繰り出し部は不活性ガス雰囲気のチャンバ内にあることを特徴と
する前記１１又は１２に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネルの製造装置。
【００２８】
　１４．前記第２繰り出し部は、前記封止基板が巻かれたロールの外表面を接触によって
冷却することができる冷却タッチロールを備えることを特徴とする前記１０～１２のいず
れか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネルの製造装置。
【００２９】
　１５．前記第１繰り出し部、前記第２繰り出し部及び前記貼合工程は、大気圧以下の減
圧チャンバ内にあることを特徴とする前記１４に記載の有機エレクトロルミネッセンスパ
ネルの製造装置。
【００３０】
　１６．前記封止基板が金属箔を有することを特徴とする前記１０～１５のいずれか１項
に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネルの製造装置。
【００３１】
　１７．前記貼合部の後にさらに、前記接着層を硬化させる硬化部を備えていることを特
徴とする前記１０～１６のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネルの
製造装置。
【００３２】
　１８．前記貼合部の前に前記封止基板を加熱することができる加熱手段を備えることを
特徴とする前記１０～１７のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンスパネル
の製造装置。
【００３３】
　１９．前記１０～１８のいずれか１項に記載の製造装置で製造された有機エレクトロル
ミネッセンスパネル。
【発明の効果】
【００３４】
　本発明の有機ＥＬパネルの製造方法及び製造装置によると、熱硬化型接着剤を使用した
封止基板の可使時間を延長させることが可能となり、長尺基材を用いた有機ＥＬパネルの
連続生産が可能となり、生産性を向上させ、生産開始時と生産終了時における品質ばらつ
きの少ない有機ＥＬパネルを安定的に製造することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】本発明の有機ＥＬパネルの製造工程の第１実施形態を示す断面模式図である。
【図２】本発明の有機ＥＬパネルの製造工程の第２実施形態を示す断面模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００３６】
　以下、本発明を実施するための形態を説明するが、本発明は、以下に説明する実施形態
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に何ら制限されず、本発明の要旨を逸脱しない範囲内で実施形態を任意に変更して実施す
ることが可能である。
【００３７】
（有機ＥＬパネルの製造方法）
　本実施形態の有機ＥＬパネルの製造は、第１電極と発光層を含む有機機能層と第２電極
とを有する有機ＥＬ素子が表面に形成された長尺の素子基板と、熱硬化性樹脂から構成さ
れるシート状の接着層が表面に形成された長尺の封止基板とを、当該素子基板の有機ＥＬ
素子が形成された面と当該封止基板の接着層が形成された面において貼合して、封止構造
を形成する方法によって行われる。
【００３８】
（有機ＥＬパネル）
　本実施形態において、有機ＥＬパネルは、有機ＥＬ素子が表面に形成された素子基板と
、接着層が表面に形成された封止基板とを、それぞれ当該素子基板の有機ＥＬ素子が形成
された面と当該封止基板の接着層が形成された面において、貼合することによって形成さ
れる多層構造を有している。
【００３９】
　ここで、有機ＥＬ素子は少なくとも、素子基板上に形成された第１電極、当該第１電極
上に形成されかつ発光層を含む有機機能層及び当該有機機能層上に形成された第２電極を
有しており、薄膜状である。この有機ＥＬ素子の両電極間に電圧が印加されることによっ
て発光層が発光する。
【００４０】
　本実施形態の有機ＥＬパネルにおいては、有機ＥＬパネル内の有機ＥＬ素子を低湿度環
境に保ち、外部環境から遮断・保護するために、有機ＥＬ素子は、素子基板と封止基板上
の接着層とによって挟まれて密閉・封止されている。
【００４１】
　本実施形態の素子基板及び封止基板は、いずれも可撓性で長尺のシートである。そして
、素子基板上には、通常は有機ＥＬ素子が間隔をおいて間欠的に存在する。当該素子基板
及び当該封止基板は、接着層を介して連続的に貼合されて、多層構造を有する長尺の多層
基板となる。そのため、製造された長尺の多層基板を有機ＥＬ素子の前後で切断すること
によって、多数の有機ＥＬパネルを得ることができる。
【００４２】
（素子基板）
　ここで、本実施形態の素子基板について説明する。
　素子基板は、有機ＥＬ素子を形成するときのベースとなる基板である。素子基板は、可
撓性であり、機械的強度、素子基板上に有機ＥＬ素子を製造する際の耐熱性、水蒸気や酸
素に対するガスバリヤ性等を有していることが好ましい。また、素子基板は、発光した光
を透過させるため、透明樹脂により構成されることが好ましい。
【００４３】
　素子基板を構成する材料としては、例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、
ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）等のポリエステル、ポリエチレン、ポリプロピレン
、セロハン（登録商標）、セルロースジアセテート、セルローストリアセテート（ＴＡＣ
）、セルロースアセテートブチレート、セルロースアセテートプロピオネート（ＣＡＰ）
、セルロースアセテートフタレート、セルロースナイトレート等のセルロースエステル類
又はそれらの誘導体、ポリ塩化ビニリデン、ポリビニルアルコール、ポリエチレンビニル
アルコール、シンジオタクティックポリスチレン、ポリカーボネート、ノルボルネン樹脂
、ポリメチルペンテン、ポリエーテルケトン、ポリイミド、ポリエーテルスルホン（ＰＥ
Ｓ）、ポリフェニレンスルフィド、ポリスルホン、ポリエーテルイミド、ポリエーテルケ
トンイミド、ポリアミド、フッ素樹脂、ポリメチルメタクリレート、ポリアクリル酸エス
テル、ポリアリレート、アートン（登録商標、ＪＳＲ社製）あるいはアペル（登録商標、
三井化学社製）等のシクロオレフィン系樹脂、等が挙げられる。また、発光した光を封止
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基板より透過する場合は、透明樹脂以外の材料も選択可能であり、例えば、銅、銅合金、
アルミニウム、アルミニウム合金、金、ニッケル、チタン、ステンレス、スズ等の金属が
挙げられる。これらは１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を混合したり、多層化し
たりして用いてもよい。
【００４４】
　素子基板の厚さは、特に制限されないものの、成形加工性、取扱性等を考慮すると、５
０μｍ～５００μｍが好ましい。なお、素子基板の厚さは、マイクロメータを使用して測
定可能である。
【００４５】
　有機ＥＬ素子は、素子基板の表面に形成されている。有機ＥＬ素子は、素子基板の少な
くとも片側の表面に形成されてあればよい。そして、素子基板の有機ＥＬ素子が形成され
た面と封止基板の接着層が形成された面において貼合することによって、有機ＥＬ素子を
封止・密閉することができる。素子基板上に形成される有機ＥＬ素子の構成の詳細につい
ては、後述する。
【００４６】
（封止基板）
　次に、本実施形態の封止基板について説明する。
　封止基板は、外部環境から有機ＥＬ素子等を遮断・保護するためのものである。封止基
板は、可撓性であり、機械的強度、水蒸気や酸素に対するガスバリヤ性等を有しているこ
とが好ましい。
【００４７】
　封止基板を構成する材料としては、例えば、エチレンテトラフルオロエチレン共重合体
、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレン、ポリメチルメタクリレート、ナイロン
、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリカーボネート、ポリイ
ミド、ポリエーテルスルホン等の熱可塑性樹脂、ユリア樹脂、メラミン樹脂、フェノール
樹脂、レゾルシノール樹脂、エポキシ樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂
、アクリル樹脂等の硬化性樹脂、銅、銅合金、アルミニウム、アルミニウム合金、金、ニ
ッケル、チタン、ステンレス、スズ等の金属が挙げられる。
【００４８】
　これらの材料は、１種類を単独で用いてもよく、必要に応じて、複数種類の材料を混合
したり、貼り合せ、押出しラミネート、共押出し等によって組み合わせた多層シートとし
て使用することも可能である。さらに、所望の物性を得るために、使用するシートの厚み
、密度、分子量等を種々組み合わせて作製することも可能である。
【００４９】
　封止基板の厚さは、特に制限されないものの、成形加工性、取扱性等やガスバリア層の
耐ストレスクラッキング性等を考慮すると、１０μｍ以上３００μｍ以下が好ましい。な
お、ここでいう封止基板の厚さは、マイクロメータを使用して測定可能である。
【００５０】
　封止基板として上記の熱可塑性樹脂や硬化性樹脂を用いる場合は、封止基板上に蒸着法
やコーティング法でガスバリア層を形成することが好ましい。ガスバリア層としては、例
えば、金属蒸着膜、無機蒸着膜、金属箔が挙げられる。金属蒸着膜、無機蒸着膜としては
、薄膜ハンドブックｐ８７９～ｐ９０１（日本学術振興会）、真空技術ハンドブックｐ５
０２～ｐ５０９、ｐ６１２、ｐ８１０（日刊工業新聞社）、真空ハンドブック増訂版ｐ１
３２～ｐ１３４（ＵＬＶＡＣ 日本真空技術Ｋ．Ｋ）に記載されている如き蒸着膜が挙げ
られる。例えば、Ｉｎ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ａｕ、Ｃｕ、Ａｇ、Ａｌ、Ｔｉ、Ｎｉ、Ｗ等の金属
、ＭｇＯ、ＳｉＯ、ＳｉＯ２、Ａｌ２Ｏ３、ＧｅＯ、ＮｉＯ、ＣａＯ、ＢａＯ、Ｆｅ２Ｏ

３、Ｙ２Ｏ３、ＴｉＯ２、Ｃｒ２Ｏ３、ＳｉｘＯｙ（ｘ＝１、ｙ＝１．５～２．０）、Ｔ
ａ２Ｏ３、ＺｒＮ、ＳｉＣ、ＴｉＣ、ＰＳＧ、Ｓｉ３Ｎ４、ＳｉＮ、単結晶Ｓｉ、アモル
ファスＳｉ等が挙げられる。又、金属箔の材料としては、例えば、アルミニウム、銅、ニ
ッケルなどの金属材料や、ステンレス、アルミニウム合金などの合金材料等が挙げられる
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が、加工性やコストの面でアルミニウムが好ましい。これらは１種類を単独で用いてもよ
く、２種類以上を任意の組み合わせと比率で用いてもよい。
【００５１】
　金属蒸着膜、無機蒸着膜の膜厚は、蒸着膜の形成のし易さの観点から、通常５ｎｍ以上
、好ましくは１０ｎｍ以上、また、通常１０００ｎｍ以下、好ましくは３００ｎｍ以下で
ある。金属箔の膜厚は、製造時の取り扱い性及びパネルの薄板化の観点から、１～１００
μｍ、好ましくは１０μｍ～５０μｍである。又、製造時の取り扱いを容易にするために
、ポリエチレンテレフタレート、ナイロンなどの樹脂フィルムを予めラミネートしておい
てもよい。更に、ガスバリア層の上に熱可塑性樹脂からなる保護層を設けてもよい。
【００５２】
　本実施形態の封止基板の水蒸気透過度は、有機ＥＬパネルとして製品化する際に必要と
なるガスバリア性等を考慮し、０．０１ｇ／ｍ２・ｄａｙ以下であることが好ましく、且
つ酸素透過度は、０．１ｍｌ／ｍ２・ｄａｙ・ＭＰａ以下であることが好ましい。水分透
過度はＪＩＳ Ｋ７１２９Ｂ法（１９９２年）に準拠した方法で主としてＭＯＣＯＮ法に
より測定した値であり、酸素透過度はＪＩＳ Ｋ７１２６Ｂ法（１９８７年）に準拠した
方法で主としてＭＯＣＯＮ法により測定した値である。
【００５３】
（接着層）
　本実施形態において、接着層は、素子基板と封止基板とを接着して固定し、有機ＥＬ素
子を外部環境から隔離して密閉し保護するシート状の層である。
　接着層は、封止基板の表面に形成されている。接着層は、封止基板の少なくとも片側の
表面にシート状に形成されてあればよい。そして、封止基板の接着層が形成された面と素
子基板の有機ＥＬ素子が形成された面において貼合することによって、有機ＥＬ素子を封
止・密閉することができる。
【００５４】
　本実施形態において、接着層を構成する樹脂は、熱硬化性樹脂である。耐湿性、耐水性
に優れ、揮発成分が少なく、硬化時の収縮が少ない樹脂を用いることが好ましい。
【００５５】
　熱硬化性樹脂としては、例えば、エポキシ樹脂系、アクリル樹脂系、シリコーン樹脂系
、ユリア樹脂系、メラミン樹脂系、フェノール樹脂系、レゾルシノール樹脂系、不飽和ポ
リエステル樹脂系、ポリウレタン樹脂系等の熱硬化性樹脂が挙げられる。
【００５６】
　硬化性樹脂による接着層の形成方法としては、硬化性樹脂の種類や粘度に応じて、グラ
ビアコート、ロールコート、バーコート、ダイコート、ナイフコート、ホットメルトコー
ト、ディッピング、スピンコート、スプレーコートなどのコーティング法、スクリーン印
刷などの印刷法を用いることができる。接着層の形成時の硬化性樹脂は、低粘度の液体状
であってもよいし、高粘度のペースト状であってもよい。
【００５７】
　接着層の厚みは、封止性能及びパネルの薄板化の観点から、１μｍ～１００μｍが好ま
しい。また、接着層内部の含有水分を除去するために、接着層中には、酸化バリウムや酸
化カルシウムなどの乾燥剤を混入してもよい。
【００５８】
　接着層を構成する硬化性樹脂には必要に応じてフィラーを添加することが好ましい。フ
ィラーの添加量としては、接着力を考慮し、５～７０体積％が好ましい。又、添加するフ
ィラーの大きさは、接着力、貼合後の接着層の厚み等を考慮し、１μｍ～１００μｍが好
ましい。添加するフィラーの種類としては特に限定はなく、例えばソーダガラス、無アル
カリガラス或いはシリカ、二酸化チタン、酸化アンチモン、チタニア、アルミナ、ジルコ
ニアや酸化タングステン等の金属酸化物等が挙げられる。
【００５９】
（有機ＥＬパネルの製造方法）
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　本実施形態の有機ＥＬパネルの製造方法は、第１電極と発光層を含む有機機能層と第２
電極とを有する有機エレクトロルミネッセンス素子が表面に形成された長尺の素子基板と
、熱硬化性樹脂から構成されるシート状の接着層が表面に形成された長尺の封止基板とを
、当該素子基板の有機エレクトロルミネッセンス素子が形成された面と当該封止基板の接
着層が形成された面において貼合して、封止構造を形成する有機ＥＬパネルの製造方法で
あり、前記封止基板が巻かれたロールから前記封止基板を繰り出す繰り出し工程と、前記
素子基板と前記封止基板とを貼合して多層基板を形成する貼合工程とを有し、前記繰り出
し工程において、繰り出される前記封止基板を室温以下に冷却することを特徴としている
。
【００６０】
（有機ＥＬパネルの製造装置）
　本実施形態の有機ＥＬパネルの製造装置は、第１電極と発光層を含む有機機能層と第２
電極とを有する有機エレクトロルミネッセンス素子が表面に形成された長尺の素子基板の
ロールから素子基板を繰り出すための第１繰り出し部と、熱硬化性樹脂から構成されるシ
ート状の接着層が表面に形成された長尺の封止基板のロールから封止基板を繰り出すため
の第２繰り出し部と、前記素子基板と前記封止基板とを貼合する貼合部とを備え、前記第
２繰り出し部が、繰り出される前記封止基板を室温以下に冷却することができる冷却機構
を備えていることを特徴としている。
【００６１】
　以下、本実施形態の有機ＥＬパネルの製造工程及び製造装置について説明する。製造工
程に沿って、請求項に記載した工程だけでなく、その前後の工程・設備も含めて、図面を
参照しつつ説明する。
【００６２】
［第１実施形態］
　図１は、本発明の有機ＥＬパネルの製造工程の第１実施形態を示す断面模式図である。
本発明の有機ＥＬパネルの製造装置の第１実施形態の断面図として表わされている。
【００６３】
（繰り出し工程）
　繰り出し工程は、長尺の封止基板が巻かれたロールから封止基板を繰り出す工程である
。同様に、長尺の素子基板が巻かれたロールから素子基板を繰り出す工程を含んでいても
よい。繰り出し工程において、繰り出される封止基板を室温以下に冷却することができる
ように構成されている。
【００６４】
　図１の有機ＥＬパネルの製造装置１Ａには、有機ＥＬ素子が片面に形成された長尺の素
子基板が巻かれたロール４とロール４から繰り出される素子基板２をガイドするためのガ
イドロール５とを備える素子基板の第１繰り出し部６が設置されている。素子基板２は、
ロール４からガイドロール５を経て繰り出される。このとき、有機ＥＬ素子は素子基板２
の下側の表面に形成されている。
【００６５】
　図１の有機ＥＬパネルの製造装置１Ａには、熱硬化性樹脂から構成されるシート状の接
着層が片面に形成された長尺の封止基板が巻かれたロール７とロール７から繰り出される
素子基板３をガイドするためのガイドロール１１とを備える封止基板３の第２繰り出し部
１２が設置されている。封止基板３は、ロール７からガイドロール１１を経て繰り出され
る。このとき、熱硬化性樹脂から構成されるシート状の接着層は封止基板３の上側の表面
に形成されている。
【００６６】
　第１実施形態においては、繰り出し工程において、封止基板３が巻かれたロール７の軸
９を冷却することによって、繰り出される封止基板３を冷却することができる。
【００６７】
　有機ＥＬパネルの製造装置１Ａにおいて、第２繰り出し部１２は、繰り出される封止基
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板３を室温以下に冷却することができる冷却機構として、封止基板３が巻かれたロール７
の軸９を冷却することができる外部冷却装置８を備えている。封止基板３が巻かれたロー
ル７の軸９を冷却することによって、繰り出される封止基板３を室温以下に冷却すること
ができる。外部冷却装置８の冷却方式としては、特に制限があるわけではなく、公知の各
種方式の冷却装置を用いることができる。
【００６８】
　封止基板を冷却する温度は、室温以下にすることが必要である。好ましくは１０℃以下
、さらに好ましくは０℃以下である。封止基板を室温以下に冷却しておくことによって、
熱硬化型接着剤を使用した封止基板を製造装置内に長期間置いておいても、熱硬化型接着
剤が一部硬化反応等を起こす可能性が抑えられ、封止基板の可使時間を延長させることが
可能となる。その結果、長尺基材を用いた有機ＥＬパネルの長期間にわたる連続生産が可
能となり、生産性を向上させることができる。
【００６９】
　また、封止基板の長尺ロールの内層と外層間の品質が一定することによって、生産開始
時と生産終了時において封止基板の品質ばらつきが少なくなり、有機ＥＬパネルを安定的
に製造することが可能となる。
【００７０】
　また、封止基板を室温以下に冷却して管理することができれば、接着層を構成する熱硬
化性樹脂として、硬化温度が比較的低い樹脂を使用することが可能となり、その結果、後
述する硬化工程において、硬化温度を低く設定することができ、硬化工程時の加熱が有機
ＥＬ素子に与える熱的ダメージを低減することが可能となる。
　さらに、後述する貼合工程における熱の影響を相対的に小さくすることができる。
【００７１】
　封止基板を冷却する温度は、一般に低温である方が好ましいが、あまりに低温であると
、加熱時にヒータ加熱温度が相当高温となったり、加熱時間が長時間必要となったりして
、品質安定性や生産性に弊害となるようであってはならない。
【００７２】
　繰り出される封止基板を冷却するときの温度は、より正確には、接着層を構成する熱硬
化性樹脂の硬化反応温度や連続製造時間等によって変動する。このような要因を勘案しつ
つ適切な温度に冷却することが好ましい。例えば、１週間連続して製造することを想定し
た場合、ひとつの目安となる考え方としては、当該温度に１週間保持したときに、熱硬化
性樹脂の硬化率が１０％以下となるような温度とする、というものがある。
【００７３】
　この場合、硬化率は、熱硬化性樹脂中に存在している架橋性モノマー等に由来する特徴
的なＩＲピークの強度を測定することによって、硬化反応の進行の度合いとして測定する
ことができる。硬化反応前の初期状態のモノマー由来の特徴的なＩＲピーク強度を０％と
し、硬化反応が進行してモノマーがほぼ完全に消費されてモノマー由来の特徴的なＩＲピ
ーク強度が０になった状態を１００％として、相対的な硬化度を評価することができる。
モノマー由来のピーク強度は、通常のＦＴ－ＩＲ（フーリエ変換赤外線分光光度計）を用
いて、リアルタイムＦＴ－ＩＲの測定によって、非破壊にて測定することができる。例え
ば、サーモフィシャー社製ＦＴ－ＩＲ（品番：Ｎｉｃｏｌｅｔ　ＦＴ－ＩＲ）を用い、ス
ペクトル分解能２ｃｍ－１、１５秒（積算８回）間隔で測定を行う。検出器にはＤＴＧＳ
を用い、リアルタイムデータの測定および時分割データセットの解析には、サーモフィッ
シャー社性リアルタイム解析ソフトウェア（品番：ＯＭＮＩＣ　Ｓｅｒｉｅｓ）を用いる
ことができる。
【００７４】
　図１において、第１繰り出し部６は、チャンバ２０内に設置されている。また、第２繰
り出し部１２は、チャンバ２１内に設置されている。さらに後述する貼合工程以降の工程
は、チャンバ２２内に設置されている。
【００７５】
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　第１実施形態においては、繰り出し工程及び貼合工程を大気圧下で行うことが好ましい
。即ち、チャンバ２０、チャンバ２１及びチャンバ２２を大気圧にすることが好ましい。
各工程、各チャンバを大気圧とすることによって、各工程間の長尺の基板の移動がスムー
ズとなり、特殊な密閉構造を有した設備が不要となる。
【００７６】
　特に、第２繰り出し部１２が設置されたチャンバ２１内を大気圧とすることによって、
大気を通じた冷却が可能となるため、外部冷却装置８によってロール７の軸９を冷却する
ことによる封止基板３全体の冷却作用がより効果的となる。
【００７７】
　また、第２繰り出し部１２が設置されたチャンバ２１内を室温以下の低温に管理するこ
とが、封止基板３全体を効果的に冷却し、安定した品質を図る上で好ましい。
【００７８】
　さらに、第２繰り出し部１２が設置されたチャンバ２１内を窒素ガス等の不活性ガス雰
囲気で満たすことによって、接着層を構成する熱硬化性樹脂が酸素によって経時的に変質
することを抑制することが可能となり、好ましい。
【００７９】
　また、第１繰り出し部６、第２繰り出し部１２及び後述する貼合工程以降の工程をそれ
ぞれ異なるチャンバ内に設置することによって、工程相互間で熱的な影響が及ぼし合うの
を抑制することができる。
【００８０】
　封止基板３をより効率的に冷却することは、通常は伝熱作用によって行われるため、封
止基板３が巻かれたロールの軸９は、金属製であることが好ましい。
【００８１】
　また、封止基板３が巻かれたロール７の軸９を冷却することによって、繰り出される封
止基板３を冷却することは、通常は伝熱作用によって行われるため、封止基板３が金属箔
を有することは、伝熱による冷却の効率化を図る上で好ましい。例えば、封止基板３自体
、あるいは封止基板３のガスバリヤ層をアルミニウム箔とすることが可能である。
【００８２】
（貼合工程）
　貼合工程は、素子基板と封止基板とを、該素子基板の有機ＥＬ素子が形成された面と該
封止基板の接着層が形成された面において貼合して、多層基板を形成する工程である。貼
合する方式は、貼合ロールによる圧着方式であるが、貼合する手段は、特に限定されるわ
けではない。ロールラミネート、平板貼り合せ、ダイヤフラム貼り合せ、等種々の手段を
用いることができる。本実施形態においては、代表的な貼合手段として、貼合ロールを用
いている。
【００８３】
　貼合工程において、封止基板を貼合と同時に、又は貼合の直前に加熱することによって
、接着層を構成する熱硬化性樹脂を流動化させることが、素子基板と封止基板とを密着さ
せ、有機ＥＬ素子を内部に封止するために好ましい。ここで、接着層の流動化の目安とし
ては、接着層を構成する樹脂の粘度を１０Ｐａ・ｓ以上５０００Ｐａ・ｓ未満とすること
である。
【００８４】
　図１において、貼合部１６は、素子基板２と封止基板３とを貼合する貼合ロール１４と
、必要に応じて貼合する直前に封止基板３を加熱するためのヒータ１３とを備えている。
ロール４から繰り出された素子基板２と接着層が表面に形成された封止基板３は、貼合ロ
ール１４によって圧着されて貼合される。
【００８５】
　貼合ロール１４による貼合によって、素子基板２と封止基板３とは接着層を介して隙間
なく密着し、有機ＥＬ素子を内部に封止することが可能となる。優れた封止性能を得るた
めに、封止基板３の表面に形成された接着層が流動化された状態で、貼合ロール１４によ
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って貼合されることが好ましい。
【００８６】
　貼合ロール１４は、ロール表面を加熱する機能を有したものであっても、有していない
ものであってもよい。貼合する直前に封止基板３を加熱するためのヒータ１３を使用せず
に、貼合ロール１４自体を加熱して、封止基板３を貼合と同時に加熱してもよい。接着層
を構成する熱硬化性樹脂が、貼合前において流動化状態にあれば、貼合ロールあるいは貼
合ロールの前に設置されたヒータ１３によって加熱することは不要である。
【００８７】
　図１において、貼合ロール１４は、上下対のロールから構成される、いわゆるニップロ
ールである。素子基板２と封止基板３とが貼合され、接着層によって有機ＥＬ素子が密閉
・封止された多層基板１５が形成される。貼合ロールの数は１対の２本であってもよいし
、必要に応じてさらに２対の４本等と増やしても構わない。またニップ圧やロールの回転
速度は、素子基板２と封止基板３とを貼合でき、有機ＥＬ素子を損傷しないような条件に
適宜設定する。
【００８８】
（硬化工程）
　硬化工程は、多層基板中の接着層を硬化させる工程である。この硬化工程においては、
多層基板を搬送させつつ、ヒータ等を用いて多層基板を加熱することによって、熱硬化性
樹脂から構成される接着層を硬化させる。多層基板の接着層を硬化させることによって、
有機ＥＬ素子は、素子基板と封止基板上の接着層とによって挟まれて密閉・封止されるこ
ととなる。
【００８９】
　図１において、硬化部１８は、多層基板１５中の熱硬化性樹脂から構成される接着層を
硬化させるための加熱装置１７を備えている。加熱装置１７は通常はヒータである。ヒー
タは、公知の種々の方式の装置から適切なものを選択して用いることができる。
【００９０】
（巻き取り工程、切断工程）
　上述の硬化工程を経た多層基板１５は、その後、長尺の有機ＥＬパネルとしてロール１
９に巻き取られたり、所定の寸法に切断されて、多数の有機ＥＬパネルとすることができ
る。
【００９１】
［第２実施形態］
　図２は、本発明の有機ＥＬパネルの製造工程の第２実施形態を示す断面模式図である。
本発明の有機ＥＬパネルの製造装置の第２実施形態の断面図として表わされている。以下
に、第１実施形態と異なる部分について、主に説明する。
【００９２】
（繰り出し工程）
　図２の有機ＥＬパネルの製造装置１Ｂには、有機ＥＬ素子が片面に形成された長尺の素
子基板が巻かれたロール４とロール４から繰り出される素子基板２をガイドするためのガ
イドロール５とを備える素子基板の第１繰り出し部６が設置されている。素子基板２は、
ロール４からガイドロール５を経て繰り出される。このとき、有機ＥＬ素子は素子基板２
の下側の表面に形成されている。
【００９３】
　図２の有機ＥＬパネルの製造装置１Ｂには、熱硬化性樹脂から構成されるシート状の接
着層が片面に形成された長尺の封止基板が巻かれたロール７とロール７から繰り出される
素子基板３をガイドするためのガイドロール１１とを備える封止基板３の第２繰り出し部
１２が設置されている。封止基板３は、ロール７からガイドロール１１を経て繰り出され
る。このとき、熱硬化性樹脂から構成されるシート状の接着層は封止基板３の上側の表面
に形成されている。
【００９４】
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　第２実施形態においては、繰り出し工程において、封止基板が巻かれたロールの外表面
を冷却タッチロールに接触させることによって、繰り出される封止基板を冷却することが
できる。
【００９５】
　図２において、第２繰り出し部１２は、繰り出される封止基板３を室温以下に冷却する
ことができる冷却機構として、封止基板が巻かれたロール７の外表面に接触する冷却タッ
チロール１０と冷却タッチロール１０を冷却する外部冷却装置８を備えている。封止基板
３を冷却タッチロール１０に接触させることによって、繰り出される封止基板３を室温以
下に冷却することができる。
【００９６】
　また、第１実施形態において説明した、封止基板が巻かれたロールの軸を冷却すること
によって、繰り出される封止基板を冷却する方法を併用することもできる。即ち、封止基
板３が巻かれたロール７の軸を冷却することができる外部冷却装置８を備えていてもよい
。両者の冷却方法を併用することによって、より精度よく、封止基板を冷却する温度を管
理することができる。
【００９７】
　封止基板を室温以下に冷却しておくことによる効果については、第１実施形態の場合と
同様である。また、封止基板を冷却する温度についても、第１実施形態の場合と同様であ
る。
【００９８】
　図２において、第１繰り出し部６と第２繰り出し部１２と貼合部１６は、チャンバ２３
内に設置されている。硬化部１８と巻き取りロール１９は、チャンバ２４内に設置されて
いる。
【００９９】
　第２実施形態においては、繰り出し工程及び貼合工程を大気圧以下の減圧環境下で行う
ことが好ましい。即ち、チャンバ２３を大気圧以下の減圧環境下にすることが好ましい。
繰り出し工程及び貼合工程を大気圧以下の減圧環境下とすることによって、貼合工程で使
用するヒータ等の熱が対流等により繰り出し工程に影響することを抑制することができる
。また、貼合時のエアの抱き込みによる接着層の密着性の低下を抑制することができる。
さらに、接着層を構成する熱硬化性樹脂が酸素等によって経時的に変質することを抑制す
ることが可能となる。
【０１００】
　特に、第２繰り出し部１２が設置されたチャンバ２３内が大気圧以下の減圧環境下とす
ることによって、大気を通じた冷却が困難となるため、封止基板が巻かれたロールの外表
面を冷却タッチロールに接触させることによる封止基板の冷却方法がより効果的となる。
【０１０１】
　大気圧以下の減圧環境としては、１×１０－４～１×１０３Ｐａとすることが好ましく
、１×１０－１～１×１０２Ｐａとすることがより好ましい。
【０１０２】
　第２実施形態における、貼合工程、硬化工程、その後の巻き取り工程や切断工程につい
ては、第１実施形態と同様であるので、その説明を省略する。
【０１０３】
　以上、説明してきたように、本発明の有機ＥＬパネルの製造方法及び製造装置によると
、ロールツーロール方式によって長尺基材を用いた連続生産が可能であり、熱硬化型接着
剤を使用した封止基板の可使時間を延長させることができる。その結果、長尺基材を用い
た有機ＥＬパネルの連続生産が可能となり、生産性を向上させ、生産開始時と生産終了時
における品質ばらつきの少ない有機ＥＬパネルの安定的に製造することができる。
ことができる。
【０１０４】
［有機ＥＬ素子の構造］
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　以下に、本実施形態の有機ＥＬ素子の構成について、より詳細に説明する（不図示）。
【０１０５】
　有機ＥＬ素子の有機機能層としては、発光層という発光に直接関与する基本的な有機機
能層のほかに、例えば、キャリア（正孔及び電子）の注入層、阻止層及び輸送層等の各種
機能を有する有機機能層を備えていてもよい。そして、有機ＥＬ素子は、通常は、素子基
板、電極や発光層に加えて、これらの各種有機機能層等を積層して構成される。
【０１０６】
　有機ＥＬ素子において、有機機能層の好ましい積層例は以下の通りである。なお、以下
の（１）～（６）において、通常は、先に記載された層が第１電極（陽極）側に設けられ
、以下、記載の順番で第２電極（陰極）側に積層される。
（１）発光層／電子輸送層
（２）正孔輸送層／発光層／電子輸送層
（３）正孔輸送層／発光層／正孔阻止層／電子輸送層
（４）正孔輸送層／発光層／正孔阻止層／電子輸送層／電子注入層（陰極バッファー層）
（５）正孔注入層（陽極バッファー層）／正孔輸送層／発光層／正孔阻止層／電子輸送層
／電子注入層
（６）正孔注入層／正孔輸送層／発光層／電子輸送層／電子注入層
【０１０７】
　以下、有機ＥＬ素子を構成する各部を説明する。ただし、有機ＥＬ素子の構成は、以下
の内容に何ら限定されるものではない。
【０１０８】
　素子基板は、上記したように、樹脂等の可撓性のある基材で構成されることが好ましい
。なお、素子基板として樹脂を用いる場合、樹脂シートの表面には、次に記載するガスバ
リア層が形成されることが好ましい。
【０１０９】
（ガスバリア層）
　素子基板と有機機能層との間には、防湿の観点から、１層又は２層以上のガスバリア層
が形成されることが好ましい。
【０１１０】
　ガスバリア層を形成する材料としては、特に制限はされないものの、例えば、無機物、
有機物の被膜又はその両者のハイブリッド被膜が挙げられる。水分や酸素等素子の劣化を
もたらすものの浸入を抑制する機能を有する材料が好ましく、例えば、酸化珪素、二酸化
珪素等の金属酸化物、窒化珪素等の金属窒化物等を用いることができる。さらに、ガスバ
リア層の強度をより向上させるために、無機層と有機層とからなる層の積層構造とするこ
とが好ましい。無機層と有機層との積層順は特に制限されないが、両者を交互に複数回積
層させることが好ましい。
【０１１１】
（第１電極）
　第１電極（陽極）は、有機機能層（具体的には発光層）に正孔を供給（注入）する電極
膜である。第１電極の材料の種類や物性は特に制限されず、任意に設定できる。例えば、
第１電極は、仕事関数の大きい（４ｅＶ以上）材料、例えば、金属、合金、電気伝導性化
合物及びこれらの混合物等の電極材料で形成可能である。また、第１電極は、酸化インジ
ウム錫（ＩＴＯ）や酸化インジウム亜鉛等の光透過性を有する材料（透明電極）により構
成されていてもよい。
【０１１２】
　第１電極（陽極）としてのシート抵抗は数百Ω／□以下が好ましい。更に膜厚は材料に
もよるが、通常１０～１０００ｎｍ、好ましくは１０～２００ｎｍの範囲で選ばれる。
【０１１３】
（有機機能層）
　有機機能層を構成する各種有機機能層について以下に説明するが、これらの有機機能層
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の各有機機能層の具体的な材料等は公知の材料等を適用することが可能であるため、その
説明を省略する。また、有機機能層を形成する方法についても、蒸着法、塗布法等、公知
の方法を適用することが可能であるため、その説明を省略する。
【０１１４】
《発光層》
　発光層は、第１電極から直接、又は第１電極から正孔輸送層等を介して注入される正孔
と、第２電極（陰極）から直接、又は第２電極から電子輸送層等を介して注入される電子
とが再結合することにより、発光する層である。なお、発光する部分は、発光層の内部で
あってもよいし、発光層とそれに隣接する層との間の界面であってもよい。
【０１１５】
　発光層は、ホスト化合物（ホスト材料）と、発光材料（発光ドーパント化合物）とを含
む有機発光性材料で形成することが好ましい。発光層をこのように構成すると、発光材料
の発光波長や含有させる発光材料の種類等を適宜調整することにより、任意の発光色を得
ることができる。また、発光層をこのように構成することにより、発光層中の発光材料に
おいて発光させることができる。
【０１１６】
　発光層の膜厚の総和は、所望の発光特性等に応じて適宜設定することができる。例えば
、発光層の均質性、発光時における不必要な高電圧の印加の防止、及び駆動電流に対する
発光色の安定性向上等の観点から、発光層の膜厚の総和は、１ｎｍ以上２００ｎｍ以下と
することが好ましい。特に、低駆動電圧の観点からは、発光層の膜厚の総和は、３０ｎｍ
以下とすることが好ましい。
【０１１７】
　発光層に含まれるホスト化合物としては、室温（２５℃）における燐光発光の燐光量子
収率として、０．１以下である化合物が好ましく、０．０１以下の化合物がより好ましい
。また、発光層中のホスト化合物の体積比は、発光層に含まれる各種化合物うち、５０％
以上とすることが好ましい。
【０１１８】
　発光層に含まれる発光材料としては、例えば、燐光発光材料（燐光性化合物、燐光発光
性化合物）、蛍光発光材料等を用いることができる。なお、一つの発光層には、一種類の
発光材料を含有させてもよいし、発光極大波長が互いに異なる複数種の発光材料を含有さ
せてもよい。複数種の発光材料を用いることにより、発光波長の異なる複数の光を混合さ
せて発光させることができ、これにより、任意の発光色の光を得ることができる。具体的
には例えば、青色発光材料、緑色発光材料及び赤色発光材料（３種類の発光材料）を発光
層に含有させることにより、白色光を得ることができる。
【０１１９】
《注入層（正孔注入層、電子注入層）》
　注入層は、駆動電圧の低下や発光輝度の向上を図るための層である。注入層は、通常は
、電極及び発光層の間に設けられる。注入層は、通常は２つに大別される。即ち、注入層
は、正孔（キャリア）を注入する正孔注入層、及び電子（キャリア）を注入する電子注入
層に大別される。正孔注入層（陽極バッファー層）は、第１電極と、発光層又は正孔輸送
層との間に設けられる。また、電子注入層（陰極バッファー層）は、第２電極と、発光層
又は電子輸送層との間に設けられる。
【０１２０】
《阻止層（正孔阻止層、電子阻止層）》
　阻止層は、キャリア（正孔、電子）の輸送を阻止するための層である。阻止層は、通常
は２つに大別される。即ち、阻止層は、正孔（キャリア）の輸送を阻止する正孔阻止層と
、電子（キャリア）の輸送を阻止する電子阻止層とに大別される。
【０１２１】
　正孔阻止層は、広い意味で、後記する電子輸送層の機能（電子輸送機能）を有する層で
ある。正孔阻止層は、電子輸送機能を有しつつ、正孔の輸送能力が小さい材料で形成され
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る。このような正孔阻止層が設けられることにより、発光層に対する正孔及び電子間の注
入バランスを好適なものにすることができる。また、これにより、電子と正孔との再結合
確率を向上させることができる。
【０１２２】
　なお、正孔阻止層としては、必要に応じて、後記する電子輸送層の構成が同様に適用可
能である。さらに、正孔阻止層が設けられる場合、正孔阻止層は、発光層に隣接して設け
られることが好ましい。
【０１２３】
　一方、電子阻止層は、広い意味で、後記する正孔輸送層の機能（正孔輸送機能）を有す
る層である。電子阻止層は、正孔輸送機能を有しつつ、電子の輸送能力が小さい材料で形
成される。このような電子阻止層が設けられることにより、発光層に対する正孔及び電子
間の注入バランスを好適なものにすることができる。また、これにより、電子と正孔との
再結合確率を向上させることができる。なお、電子阻止層としては、必要に応じて、後記
する正孔輸送層の構成が同様に適用可能である。
【０１２４】
　阻止層の膜厚は特に制限されないが、好ましくは３ｎｍ以上、より好ましくは５ｎｍ以
上であり、また好ましくは１００ｎｍ以下、より好ましくは３０ｎｍ以下である。
【０１２５】
《輸送層（正孔輸送層、電子輸送層）》
　輸送層は、キャリア（正孔及び電子）を輸送する層である。輸送層は、通常は２つに大
別される。即ち、輸送層は、正孔（キャリア）を輸送する正孔輸送層と、電子（キャリア
）を輸送する電子輸送層とに大別される。
【０１２６】
　正孔輸送層は、第１電極から供給された正孔を発光層に輸送（注入）する層である。正
孔輸送層は、第１電極又は正孔注入層と発光層との間に設けられる。また、正孔輸送層は
、第２電極側からの電子の流入を阻止する障壁としても作用する。それゆえ、正孔輸送層
という用語は、広い意味で、正孔注入層及び／又は電子阻止層を含む意味で用いられるこ
ともある。なお、正孔輸送層は、一層だけ設けてもよいし、複数層設けてもよい。
【０１２７】
　電子輸送層は、第２電極から供給された電子を発光層に輸送（注入）する層である。電
子輸送層は、第２電極又は電子注入層と発光層との間に設けられる。また、電子輸送層は
、第１電極側からの正孔の流入を阻止する障壁としても作用する。それゆえ、電子輸送層
という用語は、広い意味で、電子注入層及び／又は正孔阻止層を含む意味で用いられるこ
ともある。なお、電子輸送層は、一層だけ設けてもよいし、複数層設けてもよい。
【０１２８】
　電子輸送層（電子輸送層を一層構造とする場合には当該電子輸送層、電子輸送層を複数
設ける場合には最も発光層側に位置する電子輸送層）に用いられる電子輸送材料（正孔阻
止材料を兼ねることがある）は、特に制限されない。ただし、電子輸送層に用いられる電
子材料は、通常は、第２電極より注入された電子を発光層に伝達（輸送）する機能を有す
る材料を適用可能である。
【０１２９】
（第２電極）
　第２電極（陰極）は、発光層に電子を供給（注入）する電極膜である。第２電極を構成
する材料は特に制限されないが、通常は、仕事関数の小さい（４ｅＶ以下）材料、例えば
、金属（電子注入性金属）、合金、電気伝導性化合物、及びこれらの混合物等の電極材料
で形成される。
【０１３０】
　有機ＥＬ素子において、第２電極側から光を取り出す場合、第２電極は、第１電極と同
様に、光透過性を有する電極材料で形成可能である。この場合、例えば１ｎｍ以上２０ｎ
ｍ以下の膜厚になるように陰極形成用電極材料からなる金属膜を形成した後、この金属膜
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上に、第１電極で説明した導電性透明材料からなる膜を形成することにより、透明又は半
透明の第２電極を形成することができる。
【符号の説明】
【０１３１】
　１Ａ、１Ｂ　有機ＥＬパネルの製造装置
　２　　　素子基板
　３　　　封止基板
　４、７、１９　ロール
　５、１１　ガイドロール
　８　　　外部冷却装置
　９　　　ロールの軸
　１０　　冷却タッチロール
　１３　　ヒータ
　１４　　貼合ロール
　１５　　多層基板
　１７　　加熱装置
　２０、２１、２２、２３、２４　チャンバ

【図１】 【図２】
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